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遺言有効確認の訴え（後訴）が、前訴結果に矛盾せず信義則に反するとはいえない
として有効とされた事例
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事実の概要

　１　Ｘ（上告人）が、Ｙ（本件被上告人）に対し、
両名の母であるＡを遺言者とする平成 20 年 4 月
17 日付け自筆証書（以下「本件遺言書」という。）
による遺言（以下「本件遺言」という。）が有効で
あることの確認を求めたのが本件訴訟である。Ｘ
Ｙ両者間には、前訴が存在する。

　２　本件の前訴
　Ｘ及びＹの母であるＡは、平成 24 年 8 月に死
亡した。平成 25 年 1 月に、Ｘの申立てにより検
認された。本件遺言書には、Ａの有する不動産、
動産、株式等の財産全部をＸに相続させる旨が記
載されていた。
　Ｙは、平成 26 年 6 月、Ｘに対し、ＹがＡの遺
産を法定相続分の割合により相続したなどと主張
して、Ａが所有し又は持分を有していた複数の不
動産（以下「本件不動産」という。）についての同
人からＸに対する売買等を原因とする所有権移転
登記等の抹消登記手続、Ｘが本件不動産を占有し
ていることによる不当利得の返還、Ａの死亡後に
ＸがＡ名義の口座から預金の一部を払い戻したこ
とによる不当利得の返還等を求める訴え（以下「前
件本訴」という。）を提起した。
　これを受け、Ｘは、同年 11 月、Ｙに対し、Ｘ
がＡの医療費等を立て替えており、Ｙはこれに基
づくＡの立替金債務を法定相続分の割合により相
続したなどと主張して、その支払等を求める反訴
（以下「前件反訴」といい、前件本訴と併せて「前訴」
という。）を提起した。

　Ｘは、前訴において、本件不動産はＡとの売買
等により取得したものであり、預金の払戻しは生
前にＡから与えられた権限に基づくものであるな
どと主張して前件本訴に係る請求を争うととも
に、Ａが財産全部をＸに相続させる旨の有効な遺
言をしたと主張し、これを証明するため、本件遺
言書等を証拠として提出した。
　前訴の第一審裁判所は、当事者の主張を整理し
た書面を作成し、Ｘ及びＹに対し、これを示して
意見を求めた。上記書面には本件遺言に関する上
記の主張は記載されていなかったが、Ｘは、同主
張の記載がないことについて意見を述べなかっ
た。
　その後、Ｙは、Ｘに対し、本件遺言が有効であ
る旨主張するのであれば、その主張はＹがＡの立
替金債務を相続した旨の前件反訴におけるＸの主
張と矛盾することになるとして、これらの主張の
位置付けについて明らかにするよう求めた。Ｘ
は、前件本訴に係る請求が本件遺言が無効である
ことを前提としたものであったため、これに対応
して前件反訴を提起したにすぎず、主位的には本
件遺言が有効であると主張するものである旨回答
した。
　前訴の第一審裁判所は、平成 28 年 8 月、前件
本訴については、ＸがＡとの売買等により本件不
動産を取得した事実は認められず、預金の払戻し
は権限なくされたものであると判断するなどし
て、所有権移転登記等の抹消登記手続請求を認容
し、不当利得返還請求を一部認容するなどし、前
件反訴については、Ｘによる立替払の事実が認
められないと判断して請求を棄却する判決をし
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た。上記判決においては、ＹがＡの遺産について
相続分を有することについては争いがないものと
され、本件遺言の有効性についての判断はされな
かった。
　Ｘはこれを不服として控訴し、Ｙは附帯控訴を
した。Ｘは、控訴審において、Ａが本件遺言をし
たことを前件本訴に係る請求についての抗弁とし
て主張した。
　前訴の控訴審裁判所は、平成 29 年 4 月、上記
の主張を時機に後れた攻撃防御方法に当たるとし
て却下した上、上記判決のうち上記の各判断は維
持しつつ、前件本訴に係る請求のうち不当利得返
還請求の一部についてのみ上記判決を変更する旨
の判決をし、その後、同判決は確定した。

　３　本件訴訟（後訴）
　Ｘは、平成 29 年 7 月、本件訴え（遺言有効確
認請求訴訟）を提起した。
　第一審判決である京都地判令元・7・25（公刊
物未登載、LEX/DB25590162）は、Ｘの訴えは信義
則に反するとして、訴え却下判決を下した。
　Ｘの控訴に対し、控訴審判決である大阪高判令
元・12・20（公刊物未登載、LEX/DB25590163）も、
本件訴えの提起は信義則に反すると判示して控訴
を棄却して訴え却下の結論を維持した。
　これに対して、Ｘは上告受理を申立て、それが
認められた。

判決の要旨

　原判決を破棄し、第一審判決を取り消し、本件
を第一審裁判所に差戻し。
　「Ｘは、前訴では、本件不動産はＡとの売買等
により取得したものであり、預金の払戻しは生前
にＡから与えられた権限に基づくものであるなど
と主張して前件本訴に係る請求を争っていたので
あって、前訴の判決においては、上記の主張の当
否が判断されたにとどまり、本件遺言の有効性に
ついて判断されることはなかった。また、本件訴
えで確認の対象とされている本件遺言の有効性は
Ａの遺産をめぐる法律関係全体に関わるものであ
るのに対し、前件本訴ではＡの遺産の一部が問題
とされたにすぎないから、本件訴えは、前件本訴
とは訴訟によって実現される利益を異にするもの
である。そして、前訴では、受訴裁判所によって

前件本訴に係る請求についての抗弁等として取り
上げられることはなかったものの、Ｘは、本件遺
言が有効であると主張していたのであり、前件反
訴に関しては本件遺言が無効であることを前提と
する前件本訴に対応して提起したにすぎない旨述
べていたものである。これらの事情に照らせば、
Ｙにおいて、自らがＡの遺産について相続分を有
することが前訴で決着したと信頼し、又は、Ｘに
より今後本件遺言が有効であると主張されること
はないであろうと信頼したとしても、これらの信
頼は合理的なものであるとはいえない。
　また、前訴において、Ｘは、Ｙに対し、ＹがＡ
の立替金債務を法定相続分の割合により相続した
と主張し、その支払を求めて前件反訴を提起した
が、Ｘによる立替払の事実が認められないとして
請求を棄却する判決がされ、前件反訴によって利
益を得ていないのであるから、本件訴えにおいて
本件遺言が有効であることの確認がされたとして
も、Ｘが前件反訴の結果と矛盾する利益を得るこ
とになるとはいえない。
　以上によれば、本件訴えの提起が信義則に反す
るとはいえない。」

判例の解説

　一　本判決の意義
　相続人ＹがＡの遺産について相続分を有するこ
とを前提とする前訴判決が他の相続人Ｘとの間で
確定するなどしていた場合において、Ｘが自己に
遺産全部を相続させる旨のＡの遺言の有効確認を
Ｙに対して求める訴えを提起することが信義則に
反するとはいえないとされた事例であり、前訴判
決の存在が、後訴の訴え提起を信義則に反し不適
法とするか否かの一事例を提供した点に意義があ
る。

　二　遺言有効確認請求訴訟の適法性
　　　――訴えの利益
　１　遺言「無効」確認訴訟ではなく、
　　　遺言「有効」確認訴訟
　本件訴訟は遺言「無効」確認訴訟ではなく、遺
言「有効」確認訴訟であった。文字通り、遺言が
有効であることを確認訴訟として、その訴えの利
益が問題にはなりうる。
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　２　判例
　遺言「無効」確認訴訟については、すでに最高
裁判例（最判昭 47・2・15 民集 26 巻 1号 30 頁）で
も認められている。本件の訴えとなった、その逆
の遺言「有効」確認訴訟とは、聞き慣れないもの
の、LEX/DB インターネットで検索すると、2021
年 7月末現在で本件訴訟を含め19件が見つかる。
　その嚆矢となった最三小判昭 52・4・19（家月
29 巻 10 号 132 頁）など 2例は、先に提起された
遺言無効確認訴訟（本訴）に対する反訴の形で提
起されているが、他の裁判例は、最初から遺言有
効確認請求事件として訴え提起がされており、こ
れらの判例の中では、遺言有効確認請求訴訟の適
法性については問題とされていない。

　３　遺言「有効」確認訴訟を提起する事情
　遺言「有効」確認訴訟は、遺言「無効」確認訴
訟とは訴訟物の存否がコインの表と裏の関係にあ
るので、確認訴訟における訴えの利益（確認の利益）
を判定する際の、対象選択の適切性や方法選択の
適切性については同様に肯定することができる。
　即時確定の利益についても、以下のような場合
と同様に肯定することができる。
　①遺言が複数あり、前の遺言と矛盾する内容の
後の遺言が有効であると確認する場合（東京高判
平 25・3・6判時 2193 号 12 頁）。
　②遺留分を求める調停が不調に終わり、調停の
中で相手方が遺言無効を主張したにもかかわらず
長期にわたり遺言無効確認訴訟を提起せず、遺言
執行にあたり遺言無効の可能性を理由に金融機関
が遺言執行に対応しないため、遺言が有効である
と確認する判決が必要となった場合。
　③一見して遺言の要式性に反するため、あるい
は最高裁判所の確定判決に照らして遺言を無効と
せざるを得ない場合、これをあくまで有効と主張
するものが何らかの形で「遺言の有効」を確定す
る必要がある場合１）。

　三　前訴確定判決の存在により、後訴が信義則
　　　違反で不適法となるか否か
　１　前訴判決の既判力は及ばない
　前訴での本訴事件の訴訟物が、所有権に基づく
不動産の所有権又は共有持分全部移転登記の各抹
消登記手続請求権、民法 703 条に基づく不当利
得（立替金）返還請求権などであるのに対し、後

訴である本件訴えの訴訟物は、本件遺言の効力（有
効性）と考えられる。前訴と後訴の訴訟物は異なっ
ている上、前訴事件における訴訟物と本件訴えに
おける訴訟物の内容に照らし、これらが必ずしも
実体法上矛盾する関係や先決関係となっていると
認めることはできない。
　したがって、本件訴えは前訴事件判決の既判力
に抵触するとはいえない２）。

　２　信義則違反で不適法となるか否か
　(1)　民事訴訟における信義誠実の原則
　民訴法2条が当事者について信義誠実訴訟追行
責務を定めるに至った背後には、訴訟行為に関す
る規律として信義誠実の原則（以下「信義則」と
いう。）が適用されるべきであるとの考え方が平
成 8年民訴法改正前から確立されていたことが
挙げられる３）。
　(2)　裁判例における信義則の適用類型４）

　（ア）訴訟上の禁反言（先行行為）に矛盾する挙
動の禁止
　禁反言の適用を受けるべき要件として、学説は、
先行行為と後行行為との間に矛盾があること、当
事者の先行行為を相手方が信頼して自己の法的地
位を決めたこと、矛盾行為を容認したのでは先行
行為を信頼した相手方の利益を不当に害する結果
となることを挙げる５）。
　（イ）訴訟上の権能の失効
　当事者の一方がある訴訟上の権能を長期間にわ
たって行使せずに放置し、行使されないであろう
との正当な期待が相手方に生じた場合には、その
権能はすでに失効したものとして、信義則上、そ
の行使が許されないことになる（判決の確定によ
る失権的効果）。
　その先駆けとなった有名な最判昭 51・9・30（民
集 30 巻 8 号 799 頁）は、「前訴と後訴とは訴訟物
を異にする」としつつ、「本訴は、実質的に前訴
のむし返しというべきものであり、前訴において
本訴の請求をすることに支障がなかったにもかか
わらず、……本訴を提起することは、〔相手方を〕
不当に長く不安定な状態におくことになる」こ
とを理由に、「信義則に照らして許されない」と
して後訴を却下した。その後、同趣旨の枠組みで
判断する判例が続き、現在判例理論を形成するに
至っている６）。
　さらに、権利失効の法理が、このように、権利
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がもはや行使されないことについての相手方の正
当な信頼の保護をその趣旨とするのであれば、そ
の趣旨からして、確定判決の理由中で判断された
事項について、一方の当事者に、すでに前訴で決
着がついたとの正当な信頼が生じ、法の規範的要
求として、その事項につき再度の応訴・弁論を強
制し得ないと認められるときは、その理由中の判
断に拘束力を認め、これに抵触する攻撃防御方法
を提出し得ないとする７）。
　(3)　本件訴訟における下級審と最高裁判決の
分かれ目：表層面での理解
　本件訴訟（後訴）の該当類型は、前述 (2)（イ）の、
訴訟上の権能の失効となる。
　本件訴訟の第一審判決・控訴審判決は、前訴本
訴事件の内容が単なる遺産の範囲の確定にとどま
らず、Ｘに不当利得返還請求権等に基づき金銭の
支払や原告名義となっている不動産に係る移転登
記の抹消という相応の負担を求める請求であり、
有効な一部抗弁となる可能性がある本件遺言の有
効性を前提とする抗弁を主張しないことは通常で
は考えにくい内容であるとの理解を前提に、前訴
の主張整理の過程において遺言の存在について
「主張の位置付けについて確認する機会を与えた
のであるから、十分に釈明を求めたものというべ
きである。」として「前訴地裁事件の受訴裁判所
が本件遺言に係るＸの主張を抗弁として取上げな
かったことに何ら問題はない。」とした。さらに、
控訴審段階において提出された遺言に係る抗弁に
ついても、「Ｘが、前訴地裁事件が係属中に本件
遺言に係る抗弁を提出しなかったことに重大な過
失が認められることは明らかである。」として、
時機に後れたものとして却下したことも十分な理
由ありとして、結局、信義則違反としている。
　これに対し、本件最高裁判決は、前訴の同様の
事実関係を認定しつつも、「Ｙにおいて、自らが
Ａの遺産について相続分を有することが前訴で決
着したと信頼し、又は、Ｘにより今後本件遺言が
有効であると主張されることはないであろうと信
頼したとしても、これらの信頼は合理的なもので
あるとはいえない。」として、信義則違反ではな
いと判断した。
　このように、各審級の判決文の文言のみを比較
すると、訴訟上の信義則として「訴訟上の権能の
失効」法理については一般論としては適用可能性
を前提としつつ、本件においてその信義則を適用

するだけの事実関係の有無に関する、事例判断の
ように見える８）。
　(4)　本件訴訟における下級審と最高裁判決の
分かれ目：深層面での理解
　他方で、判決文の文言には現れないが、本件訴
訟の第一審判決・控訴審判決が、紛争の一回的解
決９）を前面に押し出して、信義則の適用を前訴
判決理由中の判断（に主張されなかった部分）につ
いて拘束力を認めようとしているのに対し、最高
裁判決はこれに歯止めをかけたことになる。すな
わち、信義則の適用により、「判決理由中の判断
に拘束力無し」（民訴法 114 条 1項）の原則が、変
更を受けることを避けようとする判断であるよう
にも思える。
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８）その他、本件前訴において、Ｘによる遺言の主張が前
訴控訴審において「時機に後れた攻撃防御方法」として
却下されていることから、前訴において提出することが
期待されていなかったと判断された余地もあるだろう。

９）前訴において遺言の有効性について決着を付けておか
ないと、後日遺言有効確認訴訟で遺言が有効と確認され
ると、前訴が無にされると考えて、遺言の有効性も前訴
では主張されなかったことを確認しておこうとしたとも
いえる。


